
公会計財務書類（一般会計等） 小郡市

一般会計等

金額 金額
1.固定資産 92.6% 58,059,542 1.固定負債 29.1% 業務活動収支 283,871
　　　（1）事業用資産 34,461,277 　　　（1）地方債 1.業務支出 16,343,587
　　　（2）インフラ資産 21,825,480 　　　（2）長期未払金 　　　（1）業務費用支出 6,354,991
　　　（3）物品 224,583 　　　（3）退職手当引当金 　　　（2）移転費用支出 9,988,596
　　　（4）無形固定資産 - 　　　（4）損失補償等引当金 2.業務収入 16,627,458
　　　（5）投資及び出資金 178,920 　　　（5）その他 　　　（1）税収等収入 11,893,771
　　　（6）投資損失引当金 - 2.流動負債 3.7% 　　　（2）国県等補助金収入 4,049,804
　　　（7）長期延滞債権 341,320 　　　（1）1年内償還予定地方債 　　　（3）使用料及び手数料収入 375,103
　　　（8）長期貸付金 - 　　　（2）未払金 　　　（4）その他の収入 308,781
　　　（9）基金 1,042,417 　　　（3）未払費用 3.臨時支出 -
　　　（10）その他 - 　　　（4）前受金 　　　（1）災害復旧事業費支出 -
　　　（11）徴収不能引当金 △ 14,455 　　　（5）前受収益 　　　（2）その他の支出 -
2.流動資産 7.4% 4,622,681 　　　（6）賞与等引当金 4.臨時収入 -
　　　（1）現金預金 1,219,189 　　　（7）預り金
　　　（2）未収金 89,525 　　　（8）その他 投資活動収支 △ 176,519
　　　（3）短期貸付金 - 1.投資活動支出 1,344,235
　　　（4）基金 3,317,453 負債合計 32.8% 　　　（1）公共施設等整備費支出 1,179,419
　　　（5）棚卸資産 - 純資産の部 　　　（2）基金積立金支出 145,816
　　　（6）その他 - 　純資産合計 67.2% 　　　（3）投資及び出資金支出 19,000
　　　（7）徴収不能引当金 △ 3,486 　　　（1）固定資産等形成分 　　　（4）貸付金支出 -

　　　（2）余剰分（不足分） 　　　（5）その他の支出 -
2投資活動収入 1,167,716

100.0% 62,682,223 100.0% 　　　（1）国県等補助金収入 959,596
　　　（2）基金取崩収入 185,977
　　　（3）貸付金元金回収収入 122
　　　（4）資産売却収入 22,021
　　　（5）その他の収入 -

財務活動収支 △ 36,433
1.財務活動支出 1,910,211
　　　（1）地方債償還支出 1,880,641

金額 　　　（2）その他の支出 29,569
　経常費用 17,341,703 合計 余剰分（不足分） 2.財務活動収入 1,873,778
1.業務費用 42.4% 7,353,107 前年度末純資産残高 40,475,404 △ 19,602,131 　　　（1）地方債発行収入 1,873,778
　　　（1）人件費 2,897,197 　　　（2）その他の収入 -
　　　（2）物件費等 4,112,165 1.純行政コスト △ 16,547,619 △ 16,547,619

（減価償却費） (966,411) 2.財源 16,875,847 16,875,847 本年度資金収支額 70,919
　　　（3）その他の業務費用 343,745 　　　（1）税収等 11,866,447 11,866,447 前年度末資金残高 979,466
2.移転費用 57.6% 9,988,596 　　　（2）国庫等補助金 5,009,400 5,009,400 本年度末資金残高 1,050,385
　　　（1）補助金等 3,405,457 　本年度差額 328,228 328,228
　　　（2）社会保障給付 4,204,599 前年度末歳計外現金残高 173,306
　　　（3）他会計への繰出金 1,879,244 1.固定資産の変動（内部変動） 15,993 本年度歳計外現金増減額 △ 4,502
　　　（4）その他 499,297 　　　（1）有形固定資産等の増加 △ 1,189,657 本年度末歳計外現金残高 168,804

　　　（2）有形固定資産等の減少 1,163,067 本年度末現金預金残高 1,219,189
経常収益 695,580 　　　（3）貸付金・基金等の増加 △ 523,099

1.使用料及び手数料 374,647 　　　（4）貸付金・基金等の減少 565,681
2.その他 320,933 2.資産評価差額 -

3.無償所管換等 1,315,454
16,646,123 4.他団体出資等分の増加 -                    

　臨時損失 187,441 5.他団体出資等分の減少 -                    
1.災害復旧事業費 - 6.その他 - -
2.資産除売却損 187,441 　本年度純資産変動額 1,643,682 344,221
3.投資損失引当金繰入額 - 本年度末純資産残高 42,119,086 △ 19,257,910
4.損失補償等引当金繰入額 -
5.その他 -

　臨時利益 285,945
1.資産売却益 12,805
2.その他 273,140 　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

16,547,619 （1）赤線 （2）青線
純資産の増減を表します。 資金の増減を表します。
・緑線は減った純資産 （現在の決算書と同じ）
・財源調達は入った純資産
・その他は資産の目減り分 赤青が集まって

貸借対照表を作ります。

平成27年度
貸借対照表 資金収支計算書

資産の部 負債の部 金額

-

18,252,131
16,407,135

-
1,768,413

-
76,583

2,311,006
1,923,678

-                     
-
-

　資産合計 　負債及び純資産合計　　            　 62,682,223

188,272
168,804
30,252

20,563,137

42,119,086
61,376,996

△ 19,257,910

行政コスト計算書 純資産変動計算書
金額

固定資産等形成分
60,077,535

1,315,454

△ 15,993
1,189,657

△ 1,163,067
523,099

△ 565,681
-

純行政コスト

純経常行政コスト

-
1,299,460

61,376,996

単位 （千円） 

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、
今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となりま
す。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのよ
うな要因で増減したか、を表すもので、本年度末純資産残高は貸
借対照表の純資産合計と一致します。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１
年間の資金の増減を、業務活動収支・投資活動収
支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動
に資金が必要であったかを示しています。また、本
年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえで
の収入と支出を表しています。投資活動収支は、主
に固定資産形成に関する収入と支出を言います。
財務活動収支とは、地方債等の借入や元金償還に
関する支出を言います。

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあ
たるもので、行政運営にかかったコストのうち、例え
ば人的サービスや給付サービスなど、資産形成に
つながらない行政サービスに要したコストを表したも
のです。また、実際に現金の支出を伴うサービスの
ほかに、減価償却費や退職手当引当金などの現金
支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対
価である使用料や手数料といった受益者負担がど
の程度あったかを把握することができます。



公会計財務書類（全体会計） 小郡市

全体会計

金額 金額
1.固定資産 92.3% 58,870,602 1.固定負債 29.1% 業務活動収支 428,837
　　　（1）事業用資産 34,461,277 　　　（1）地方債 1.業務支出 26,406,944
　　　（2）インフラ資産 22,015,696 　　　（2）長期未払金 　　　（1）業務費用支出 6,833,079
　　　（3）物品 224,583 　　　（3）退職手当引当金 　　　（2）移転費用支出 19,573,866
　　　（4）無形固定資産 - 　　　（4）損失補償等引当金 2.業務収入 26,835,781
　　　（5）投資及び出資金 178,920 　　　（5）その他 　　　（1）税収等収入 18,966,533
　　　（6）投資損失引当金 - 2.流動負債 4.9% 　　　（2）国県等補助金収入 7,130,138
　　　（7）長期延滞債権 676,884 　　　（1）1年内償還予定地方債 　　　（3）使用料及び手数料収入 376,060
　　　（8）長期貸付金 - 　　　（2）未払金 　　　（4）その他の収入 363,050
　　　（9）基金 1,351,608 　　　（3）未払費用 3.臨時支出 -
　　　（10）その他 - 　　　（4）前受金 　　　（1）災害復旧事業費支出 -
　　　（11）徴収不能引当金 △ 38,368 　　　（5）前受収益 　　　（2）その他の支出 -
2.流動資産 7.7% 4,910,505 　　　（6）賞与等引当金 4.臨時収入 -
　　　（1）現金預金 1,377,817 　　　（7）預り金
　　　（2）未収金 175,685 　　　（8）その他 投資活動収支 △ 449,293
　　　（3）短期貸付金 - 1.投資活動支出 1,617,008
　　　（4）基金 3,317,454 負債合計 34.0% 　　　（1）公共施設等整備費支出 1,369,635
　　　（5）棚卸資産 50,050 純資産の部 　　　（2）基金積立金支出 228,374
　　　（6）その他 - 　純資産合計 66.0% 　　　（3）投資及び出資金支出 19,000
　　　（7）徴収不能引当金 △ 10,501 　　　（1）固定資産等形成分 　　　（4）貸付金支出 -

　　　（2）余剰分（不足分） 　　　（5）その他の支出 -
2投資活動収入 1,167,716

100.0% 63,781,106 100.0% 　　　（1）国県等補助金収入 959,596
　　　（2）基金取崩収入 185,977
　　　（3）貸付金元金回収収入 122
　　　（4）資産売却収入 22,021
　　　（5）その他の収入 -

財務活動収支 187,265
1.財務活動支出 2,740,352
　　　（1）地方債償還支出 1,888,157

金額 　　　（2）その他の支出 852,195
　経常費用 27,437,249 合計 余剰分（不足分） 2.財務活動収入 2,927,618
1.業務費用 28.7% 7,863,384 前年度末純資産残高 40,340,312 △ 20,284,740 　　　（1）地方債発行収入 2,226,678
　　　（1）人件費 3,057,879 　　　（2）その他の収入 700,940
　　　（2）物件費等 4,383,896 1.純行政コスト △ 26,566,894 △ 26,566,894

（減価償却費） (966,411) 2.財源 27,030,435 27,030,435 本年度資金収支額 166,809
　　　（3）その他の業務費用 421,609 　　　（1）税収等 18,940,701 18,940,701 前年度末資金残高 1,042,204
2.移転費用 71.3% 19,573,866 　　　（2）国庫等補助金 8,089,734 8,089,734 本年度末資金残高 1,209,013
　　　（1）補助金等 14,856,204 　本年度差額 463,541 463,541
　　　（2）社会保障給付 4,217,332 前年度末歳計外現金残高 173,306
　　　（3）他会計への繰出金 - 1.固定資産の変動（内部変動） △ 247,550 本年度歳計外現金増減額 △ 4,502
　　　（4）その他 500,330 　　　（1）有形固定資産等の増加 △ 1,379,873 本年度末歳計外現金残高 168,804

　　　（2）有形固定資産等の減少 1,163,067 本年度末現金預金残高 1,377,817
経常収益 771,851 　　　（3）貸付金・基金等の増加 △ 970,980

1.使用料及び手数料 375,605 　　　（4）貸付金・基金等の減少 940,236
2.その他 396,246 2.資産評価差額 -

3.無償所管換等 1,315,454
26,665,398 4.他団体出資等分の増加 -                    

　臨時損失 187,441 5.他団体出資等分の減少 -                    
1.災害復旧事業費 - 6.その他 - -
2.資産除売却損 187,441 　本年度純資産変動額 1,778,995 215,991
3.投資損失引当金繰入額 - 本年度末純資産残高 42,119,307 △ 20,068,749
4.損失補償等引当金繰入額 -
5.その他 -

　臨時利益 285,945
1.資産売却益 12,805
2.その他 273,140

26,566,894 （1）赤線 （2）青線
純資産の増減を表します。 資金の増減を表します。
・緑線は減った純資産 （現在の決算書と同じ）
・財源調達は入った純資産
・その他は資産の目減り分 赤青が集まって 　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

貸借対照表を作ります。

平成27年度
貸借対照表 資金収支計算書

資産の部 負債の部 金額

-

18,562,719
16,717,723

-
1,768,413

-
76,583

3,099,080
2,001,774

410
-
-

　資産合計 　負債及び純資産合計　　            　 63,781,106

196,901
168,804
731,192

21,661,799

42,119,307
62,188,056

△ 20,068,749

行政コスト計算書 純資産変動計算書
金額

固定資産等形成分

60,625,052

1,315,454

247,550
1,379,873

△ 1,163,067
970,980

△ 940,236
-

純行政コスト

純経常行政コスト

-
1,563,004

62,188,056

単位 （千円） 

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、
今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となりま
す。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのよ
うな要因で増減したか、を表すもので、本年度末純資産残高は貸
借対照表の純資産合計と一致します。

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあ
たるもので、行政運営にかかったコストのうち、例え
ば人的サービスや給付サービスなど、資産形成に
つながらない行政サービスに要したコストを表したも
のです。また、実際に現金の支出を伴うサービスの
ほかに、減価償却費や退職手当引当金などの現金
支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対
価である使用料や手数料といった受益者負担がど
の程度あったかを把握することができます。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１
年間の資金の増減を、業務活動収支・投資活動収
支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動
に資金が必要であったかを示しています。また、本
年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえで
の収入と支出を表しています。投資活動収支は、主
に固定資産形成に関する収入と支出を言います。
財務活動収支とは、地方債等の借入や元金償還に
関する支出を言います。



公会計財務書類（連結会計） 小郡市

連結会計

金額 金額
1.固定資産 91.8% 58,870,602 1.固定負債 28.9% 業務活動収支 476,428
　　　（1）事業用資産 34,461,277 　　　（1）地方債 1.業務支出 26,409,250
　　　（2）インフラ資産 22,015,696 　　　（2）長期未払金 　　　（1）業務費用支出 6,835,384
　　　（3）物品 224,583 　　　（3）退職手当引当金 　　　（2）移転費用支出 19,573,866
　　　（4）無形固定資産 - 　　　（4）損失補償等引当金 2.業務収入 26,885,677
　　　（5）投資及び出資金 173,920 　　　（5）その他 　　　（1）税収等収入 18,966,533
　　　（6）投資損失引当金 - 2.流動負債 4.9% 　　　（2）国県等補助金収入 7,130,138
　　　（7）長期延滞債権 676,884 　　　（1）1年内償還予定地方債 　　　（3）使用料及び手数料収入 376,060
　　　（8）長期貸付金 - 　　　（2）未払金 　　　（4）その他の収入 412,947
　　　（9）基金 1,351,608 　　　（3）未払費用 3.臨時支出 -
　　　（10）その他 5,000 　　　（4）前受金 　　　（1）災害復旧事業費支出 -
　　　（11）徴収不能引当金 △ 38,368 　　　（5）前受収益 　　　（2）その他の支出 -
2.流動資産 8.2% 5,276,668 　　　（6）賞与等引当金 4.臨時収入 -
　　　（1）現金預金 1,383,448 　　　（7）預り金
　　　（2）未収金 175,685 　　　（8）その他 投資活動収支 △ 449,293
　　　（3）短期貸付金 - 1.投資活動支出 1,617,008
　　　（4）基金 3,317,454 負債合計 33.8% 　　　（1）公共施設等整備費支出 1,369,635
　　　（5）棚卸資産 410,583 純資産の部 　　　（2）基金積立金支出 228,374
　　　（6）その他 - 　純資産合計 66.2% 　　　（3）投資及び出資金支出 19,000
　　　（7）徴収不能引当金 △ 10,501 　　　（1）固定資産等形成分 　　　（4）貸付金支出 -

　　　（2）余剰分（不足分） 　　　（5）その他の支出 -
2投資活動収入 1,167,716

100.0% 64,147,270 100.0% 　　　（1）国県等補助金収入 959,596
　　　（2）基金取崩収入 185,977
　　　（3）貸付金元金回収収入 122
　　　（4）資産売却収入 22,021
　　　（5）その他の収入 -

財務活動収支 139,265
1.財務活動支出 2,823,352
　　　（1）地方債償還支出 1,971,157

金額 　　　（2）その他の支出 852,195
　経常費用 27,484,422 合計 余剰分（不足分） 2.財務活動収入 2,962,618
1.業務費用 28.8% 7,910,557 前年度末純資産残高 40,673,619 △ 19,956,433 　　　（1）地方債発行収入 2,261,678
　　　（1）人件費 3,058,060 　　　（2）その他の収入 700,940
　　　（2）物件費等 4,430,888 1.純行政コスト △ 26,564,170 △ 26,564,170

（減価償却費） (966,411) 2.財源 27,030,435 27,030,435 本年度資金収支額 166,400
　　　（3）その他の業務費用 421,609 　　　（1）税収等 18,940,701 18,940,701 前年度末資金残高 1,048,244
2.移転費用 71.2% 19,573,866 　　　（2）国庫等補助金 8,089,734 8,089,734 本年度末資金残高 1,214,644
　　　（1）補助金等 14,856,204 　本年度差額 466,265 466,265
　　　（2）社会保障給付 4,217,332 前年度末歳計外現金残高 173,306
　　　（3）他会計への繰出金 - 1.固定資産の変動（内部変動） △ 247,550 本年度歳計外現金増減額 △ 4,502
　　　（4）その他 500,330 　　　（1）有形固定資産等の増加 △ 1,379,873 本年度末歳計外現金残高 168,804

　　　（2）有形固定資産等の減少 1,163,067 本年度末現金預金残高 1,383,448
経常収益 821,748 　　　（3）貸付金・基金等の増加 △ 970,980

1.使用料及び手数料 375,605 　　　（4）貸付金・基金等の減少 940,236
2.その他 446,143 2.資産評価差額 -

3.無償所管換等 1,315,454
26,662,675 4.他団体出資等分の増加 -                    

　臨時損失 187,441 5.他団体出資等分の減少 -                    
1.災害復旧事業費 - 6.その他 △ 5,000 -
2.資産除売却損 187,441 　本年度純資産変動額 1,776,718 218,715
3.投資損失引当金繰入額 - 本年度末純資産残高 42,450,337 △ 19,737,719
4.損失補償等引当金繰入額 -
5.その他 -

　臨時利益 285,945
1.資産売却益 12,805
2.その他 273,140

26,564,170 （1）赤線 （2）青線
純資産の増減を表します。 資金の増減を表します。
・緑線は減った純資産 （現在の決算書と同じ）
・財源調達は入った純資産
・その他は資産の目減り分 赤青が集まって 　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

貸借対照表を作ります。

平成27年度
貸借対照表 資金収支計算書

資産の部 負債の部 金額

-

18,562,719
16,717,723

-
1,768,413

-
76,583

3,134,214
2,036,774

410
-

133

　資産合計 　負債及び純資産合計　　            　 64,147,270

196,901
168,804
731,192

21,696,933

42,450,337
62,188,056

△ 19,737,719

行政コスト計算書 純資産変動計算書
金額

固定資産等形成分

60,630,052

1,315,454

247,550
1,379,873

△ 1,163,067
970,980

△ 940,236
-

純行政コスト

純経常行政コスト

△ 5,000
1,558,004

62,188,056

単位 （千円） 

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、
今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となりま
す。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのよ
うな要因で増減したか、を表すもので、本年度末純資産残高は貸
借対照表の純資産合計と一致します。

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあ
たるもので、行政運営にかかったコストのうち、例え
ば人的サービスや給付サービスなど、資産形成に
つながらない行政サービスに要したコストを表したも
のです。また、実際に現金の支出を伴うサービスの
ほかに、減価償却費や退職手当引当金などの現金
支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対
価である使用料や手数料といった受益者負担がど
の程度あったかを把握することができます。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１
年間の資金の増減を、業務活動収支・投資活動収
支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動
に資金が必要であったかを示しています。また、本
年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえで
の収入と支出を表しています。投資活動収支は、主
に固定資産形成に関する収入と支出を言います。
財務活動収支とは、地方債等の借入や元金償還に
関する支出を言います。


